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 第１章  総則

 （目的）  

第１条  この条例は，市民の生活環境及び自然環境の保全上の支障を生じさせ，

又は災害を発生させるおそれのある土砂等の不適正な処理の防止について必要

な事項を定めることにより，市民の生活環境及び自然環境の保全を図るととも

に，市民の生活の安全を確保することを目的とする。  

（定義）  

第２条  この条例において「土砂埋立て等」とは，土砂等（土砂及びこれに混入

した物をいう。以下同じ。）による埋立て，盛土その他の土地へのたい積を行

う行為（製品の製造若しくは加工のための原材料又は試験若しくは検査等のた

めの試料のたい積を行う行為を除く。）をいう。  

２  この条例において「特定事業」とは，土砂埋立て等の用に供する区域（宅地
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造成その他事業の工程の一部において土砂埋立て等が行われる場合であって，

当該事業を行う区域内の土壌から採取された土砂等を当該事業のために使用す

るものであるときは，当該事業を行う区域。以下同じ。）以外の場所から採取

された土砂等による土砂埋立て等を行う事業であって，土砂埋立て等の用に供

する区域の面積が 1,000平方メ－トル以上であり，かつ，土砂埋立て等の用に

供する区域における土砂埋立て等を行う前の地盤面の最も低い地点と土砂埋立

て等によって生じた地盤面の最も高い地点との垂直距離が１メートルを超える

ものをいう。ただし，土砂埋立て等を現に行っているとき又は行った後１年以

内に，当該土砂埋立て等の用に供した区域に隣接又は近接する土地において，

次に掲げる土砂埋立て等を行い，又は行ったときは，これらの土砂埋立て等を

一の事業とみなしてこの項本文の規定を適用するものとする。  

(1) 当該土砂埋立て等を行い，又は行った者と同一の者が，土砂埋立て等を行

い，又は行ったとき。

(2) 当該土砂埋立て等の用に供した区域の土地所有者と当該隣接又は近接する

土地所有者が同一である場合であって，当該土砂埋立て等を行い，又は行っ

た者とは別の者が，土砂埋立て等を行い，又は行ったとき。  

３  この条例において「廃棄物」とは，廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭

和 45年法律第 137号）第２条第１項に規定する廃棄物をいう。

 （市の責務）  

第３条  市は，この条例その他関係法令に基づく権限を的確に行使するとともに，

土砂等の不適正な処理を防止するため，市民及び関係機関と連携した監視体制

の強化その他の施策を講ずるものとする。  

（土砂埋立て等の事業を行う者の責務）  

第４条  土砂埋立て等の事業を行う者が土砂埋立て等を行うときは，土砂埋立て

等の用に供する区域の周辺地域の住民の理解を得るよう努めなければならない。 

２  土砂埋立て等の事業を行う者が土砂埋立て等を行うときは，土砂等の適正な

処理を行うとともに，市が実施する土砂等の不適正な処理の防止に関する施策

に協力しなければならない。  

（土地所有者の責務）  
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第５条  土地所有者は，土砂埋立て等の事業を行う者に土地を使用させるときは，

当該土地において土砂等の不適正な処理が行われないよう配慮するとともに，

土砂等の不適正な処理を行うおそれがある者に対して，当該土地を使用させる

ことのないようにしなければならない。  

２  土地所有者は，その所有する土地において，土砂等の不適正な処理が行われ

ていることを知ったときは，自ら周辺地域の生活環境及び自然環境の保全並び

に生活の安全の確保のために必要な措置を講じなければならない。  

３  土地所有者は，市が実施する土砂等の不適正な処理の防止に関する施策に協

力しなければならない。

（市民の責務）  

第６条  市民は，自ら地域の生活環境及び自然環境を保全し，並びに生活の安全

を確保するため，地域において土砂等の不適正な処理が行われないよう配慮す

るとともに，土砂等の不適正な処理が行われていることを知ったときは，速や

かにその旨を市又は関係機関に通報するよう努めなければならない。  

２  市民は，市が実施する土砂等の不適正な処理の防止に関する施策に協力する

よう努めなければならない。

 第２章  適正処理の原則

 （土壌安全基準に適合しない土砂埋立て等の禁止）  

第７条  土砂埋立て等の事業を行う者は，人の健康を保護し，並びに生活環境及

び自然環境を保全する上で維持することが必要なものとして規則で定める土壌

の安全に関する基準（以下「土壌安全基準」という。）に適合しない土砂等を

使用して，土砂埋立て等（生活環境の保全上必要な措置が図られているものと

して規則で定める土砂埋立て等を除く。以下この条において同じ。）を行って

はならない。  

２  市長は，土砂埋立て等に土壌安全基準に適合しない土砂等が使用されている

おそれがあると認めるときは，土砂埋立て等の事業を行う者に対し，直ちに，

当該土砂埋立て等を停止し，当該土砂埋立て等が行われた場所の土壌の汚染調

査及び当該場所以外の地域への排水の水質調査を行うべきことを命ずることが

できる。  
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３  前項の規定により調査を行った土砂埋立て等の事業を行う者は，当該調査の

結果を市長に報告しなければならない。  

４  市長は，土砂埋立て等に土壌安全基準に適合しない土砂等が使用されている

ことを確認したときは，土砂埋立て等の事業を行う者に対し，現状を保全し，

又は相当の期限を定めて生活環境及び自然環境の保全上必要な措置を講ずべき

ことを命ずることができる。  

 第３章  特定事業の許可等

 （特定事業の許可）  

第８条  特定事業を行おうとする者は，あらかじめ，市長の許可を受けなければ

ならない。ただし，当該特定事業が次に掲げる事業である場合にあっては，こ

の限りでない。  

(1) 国，地方公共団体その他規則で定める公共的団体が行う規則で定める事業  

(2) 災害復旧のために必要な応急措置として行う事業  

(3) 前２号に掲げるもののほか，規則で定める事業  

（事前協議）  

第９条  前条の許可を受けようとする者は，あらかじめ，規則で定めるところに

より，特定事業の計画に関する書類を提出し，当該特定事業の計画について市

長と協議しなければならない。  

２  市長は，前項に規定する協議において，前条の許可を受けようとする者に対

し，生活環境及び自然環境の保全上必要な助言及び指導を行うことができる。 

（説明会等の開催）  

第 10条  第８条の許可を受けようとする者は，第 12条の許可の申請を行うまでに，

特定事業の計画内容その他規則で定める事項を周知させるため，規則で定める

周辺地域の住民等に対し，説明会を開催しなければならない。ただし，説明会

の開催により難い場合であって，市長が認めるときは，訪問等別の方法により

説明することができる。  

２  第８条の許可を受けようとする者は，前項に規定する説明会又は別の方法に

よる説明（以下「説明会等」という。）が終了したときは，規則で定めるとこ

ろにより，当該説明会等に関する報告書を市長に提出しなければならない。  
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 （土地所有者の同意）  

第 11条  第８条の許可を受けようとする者は，あらかじめ，規則で定める書面に

より，特定事業を行うことについて，当該特定事業の事業区域内の土地所有者

の同意を得なければならない。ただし，第８条の許可を受けようとする者と土

地所有者が同一である場合にあっては，この限りでない。  

２  前項の規定による同意をした土地所有者は，前項の特定事業の事業区域内の

土地所有者の変更があったときは，第８条の許可を受けようとする者又は第８

条の許可を受けた者に対し当該変更後の土地所有者の氏名又は名称及び住所を

通知しなければならない。  

３  第８条の許可を受けようとする者又は第８条の許可を受けた者は，規則で定

める書面により，特定事業を行うことについて，前項の変更後の土地所有者の

同意を取得し，当該書面を市長に届け出なければならない。  

（許可の申請）  

第 12条  第８条の許可を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した規則で

定める申請書に，特定事業の事業区域及びその周辺の状況を示す図面その他規

則で定める書類並びに図面を添付して，市長に提出しなければならない。  

(1) 氏名及び住所（法人にあっては，その名称，代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地）  

(2) 現場責任者（特定事業を行う現場での責任者をいう。以下同じ。）の氏名

及び住所  

(3) 特定事業の事業区域の位置及び面積  

(4) 事務所その他特定事業の用に供する施設の設置計画及び位置  

(5) 特定事業に使用される土砂等の量  

(6) 特定事業の期間  

(7) 特定事業に使用される土砂等の主な採取場所並びに搬入及び搬出の計画  

(8) 廃棄物の土砂等への混入を防止するために講ずる措置  

(9) 土壌安全基準に適合しない土砂等の使用を防止するために講ずる措置  

(10)  特定事業が行われている間において，当該事業区域以外の地域への排水

の汚染状態を測定するために講ずる措置
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(11) 特定事業が行われている間において，当該事業区域内から発生する粉じ

ん，騒音及び振動を防止するために講ずる措置

(12) 特定事業が行われている間において，当該事業区域以外の地域への当該

特定事業に使用された土砂等の流出又は崩落による災害の発生を防止するた

めに講ずる措置

(13) 特定事業が完了した場合の当該事業区域の構造（他の場所への搬出を目

的として土砂埋立て等を行う特定事業（以下「一時たい積事業」という。）

にあっては，一時たい積事業が行われている間の事業区域の構造）

(14) 特定事業の施工中及び施工後の当該事業区域とその周辺の地域の景観に

おいて，自然環境との調和を図るために講ずる措置

 （申請の制限）  

第 13条  市長は，第８条の許可を受けようとする者が第９条第１項の書類を提出

した日の翌日から起算して１年を経過する日までに，当該事業に係る前条の規

定による許可の申請を行わなかったときは，第９条第１項の規定による協議を

行わなかったものとみなす。  

２  第８条の許可を受けようとする者は，特定事業に係る事業期間が５年を超え

る場合（一時たい積事業にあっては，当該事業期間が１年を超える場合）は当

該許可に係る申請をすることができないものとする。  

（環境影響調査の実施）  

第 14条  第８条の許可を受けようとする者は，事業区域の一部又は全部が市街化

調整区域である場合であって，規則で定める規模以上の特定事業を行うときは，

当該特定事業が周辺地域の生活環境及び自然環境に及ぼす影響について，規則

で定めるところにより調査及び予測を行い，その結果を記載した書類を第 12条

の申請書に添付しなければならない。  

２  前項の規定は，事業区域の拡大により新たに前項の規則で定める規模以上の

特定事業に該当することとなった場合について準用する。

 （許可の基準）  

第 15条  市長は，第 12条の規定による許可の申請内容が次の各号のいずれにも適

合していると認めるときでなければ，第８条の許可をしてはならない。
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(1) 第８条の許可を受けようとする者及び第 12条第２号の現場責任者が次のい

ずれにも該当しないこと。  

  ア  第 30条第１項の規定により許可を取り消され，その取消しの日から５年

を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては，

当該取消しの処分に係る神戸市行政手続条例（平成８年３月条例第 48号）

第 14条 第 １ 項 の規 定 によ る通知があった日前 60日以内に当該法人の役員

（業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者をいい，相

談役，顧問その他いかなる条件を有する者であるかを問わず，法人に対し

業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の

支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）であった者で当

該取消しの日から５年を経過しない者を含む。）

  イ  第 44条から第 46条までの規定により刑に処せられ，その執行を終わり，

又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者

  ウ  暴力団員又は暴力団密接関係者（暴力団排除条例施行規則（平成 23年兵

庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する者をいう。）

  エ  特定事業の施工に関し，不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認

めるに足りる相当の理由がある者

  オ  営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理

人（法定代理人が法人である場合にあっては，その役員を含む。）がアか

らエまでのいずれかに該当するもの

  カ  法人であって，その役員のうちにアからエまでのいずれかに該当する者

があるもの

  キ  ウに該当する者がその事業活動を支配する者  

(2) 第８条の許可を受けようとする者が，申請に係る特定事業を的確に，かつ，

継続して行うに足りる経理的基礎を有すること。  

(3) 第 11条第１項の同意（第 11条第２項の土地所有者の変更があった場合は，

同条第３項の同意を含む。）を得ていること。  

(4) 特定事業の施工を管理するための事務所を設置し，当該事務所に現場責任

者を常駐させること。ただし，一時たい積事業にあっては，この限りでない。
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 (5) 廃棄物の土砂等への混入を防止するために，必要な措置が図られているこ

と。  

 (6) 土壌安全基準に適合しない土砂等の使用を防止するために，必要な措置が

図られていること。  

 (7) 特定事業が施工されている間において，事業区域以外の地域への排水の汚

染状態を測定するために，必要な措置が図られていること。  

 (8) 特定事業が施工されている間において，事業区域及びその周辺における粉

じん，騒音及び振動を防止するために，必要な措置が図られていること。  

 (9) 特定事業が施工されている間において，事業区域以外の地域への当該特定

事業に使用された土砂等の流出又は崩落による災害の発生を防止するために，

必要な措置が図られていること。  

 (10) 特定事業が完了した場合において，事業区域のうち土砂埋立て等に係る

事業区域の構造が，事業区域以外の地域への当該土砂等の流出又は崩落によ

る災害の発生のおそれがないものとして規則で定める構造上の基準に適合す

るものであること。  

 (11) 特定事業の施工中及び施工後の土地利用について，事業区域とその周辺

地域の景観の調和を図るために，必要な措置が図られていること。  

(12) 第 32条第１項の規定により保証金を預入しなければならない場合にあっ

ては，同条第３項の規定による手続を終えていること。  

２  第 12条の規定による許可の申請が，規則で定める法令等に基づく許認可等を

要する行為である場合であって，当該行為について，当該法令等により土砂等

の流出又は崩落による災害の発生を防止するために必要な措置が図られている

場合は，前項第９号及び第 10号の規定は，適用しない。  

３  第 12条の規定による許可の申請が，規則で定める法令等に基づく許認可等を

要する行為である場合であって，当該行為について，当該法令等により事業区

域とその周辺地域の景観の調和を図るために必要な措置が図られている場合は，

第１項第 11号の規定は，適用しない。  

４  第 12条の規定による許可の申請が，一時たい積事業に係るものである場合に

あっては，第１項第 10号及び第 11号の規定は，適用しない。  
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 （変更の許可等）  

第 16条  第８条の許可を受けた者は，第 12条各号に掲げる事項を変更しようとす

るときは，市長の許可を受けなければならない。ただし，規則で定める軽微な

変更をしようとするときは，この限りでない。  

２  前項の許可を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した規則で定める

申請書に，規則で定める書類及び図面を添付して，市長に提出しなければなら

ない。  

 (1)  氏名及び住所（法人にあっては，その名称，代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地）  

 (2) 変更の内容及びその理由  

 (3) 前２号に掲げるもののほか，規則で定める事項   

３  第８条の許可を受けた者は，第１項ただし書の規則で定める軽微な変更をし

たときは，規則で定めるところにより，遅滞なく，その旨を市長に届け出なけ

ればならない。  

４  第 10条，第 11条，第 14条第１項及び前条の規定は，第１項の許可について準

用する。  

 （許可の条件）  

第 17条  第８条の許可（前条第１項の許可を含む。以下この章において同じ。）

には，条件を付することができる。この場合において，その条件は，当該許可

を受けた者に不当な義務を課すものであってはならない。  

 （土砂等の搬入の届出）  

第 18条  第８条の許可を受けた者は，当該許可に係る特定事業の事業区域に土砂

等を搬入しようとするときは，当該土砂等の採取場所ごとに , 規則で定める届

出書に当該土砂等が当該採取場所から採取された土砂等であることを証する書

面として規則で定めるものを添付して市長に提出しなければならない。  

２  前項の届出書には，前項に規定する書面のほか，搬入する土砂等が土壌安全

基準に適合していることを証する書面として規則で定めるものを添付しなけれ

ばならない。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，当該土砂等が土

壌安全基準に適合していることを証する書面の添付を省略することができる。 
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(1) 第８条第１号に規定する事業により発生した土砂等であるとき。  

 (2) 当該土砂等が採石法（昭和 25年法律第 291号）又は砂利採取法（昭和 43年

法律第 74号）に基づく認可を受けた岩石又は砂利の採取場から採取された岩

石又は砂利であることを証する書面として規則で定めるものを前項の書面に

添付するとき。  

 (3) 前２号に掲げるもののほか，当該土砂等に汚染のおそれがないと市長が認

めるとき。  

 （搬入搬出管理簿）  

第 19条  第８条の許可を受けた者は，規則で定めるところにより，当該許可に係

る事業区域ごとに搬入搬出管理簿を作成し，事業区域に係る土砂等の搬入及び

搬出の状況等を記録し，事業完了の翌年度の初日から起算して５年間これを保

存しなければならない。  

 （標識の掲示等）  

第 20条  第８条の許可を受けた者は，当該許可に係る特定事業の事業区域の見や

すい場所に，当該特定事業が施工されている間，氏名又は名称 ,事業区域の位

置及び面積その他規則で定める事項を記載した標識を掲げなければならない。 

２  第８条の許可を受けた者は，当該許可に係る特定事業の事業区域と当該事業

区域以外の地域との境界に，その境界を明らかにする表示を行わなければなら

ない。  

 （搬入土砂の検査及び報告）  

第 21条  第８条の許可を受けた者は，当該許可を受けた特定事業の事業区域に土

砂等を搬入しようとするときは，規則で定める方法により，土砂等への廃棄物

の混入又は付着の有無について検査を行わなければならない。  

２  第８条の許可を受けた者は ,前項の規定により検査を行った結果，土砂等へ

の廃棄物の混入又は土壌を汚染するおそれがある物の混入若しくは付着が認め

られるときは，当該土砂等を土砂埋立て等に供してはならない。  

３  第８条の許可を受けた者は ,第１項の検査の結果を，規則で定めるところに

より，市長に報告しなければならない。  

 （水質調査の実施及び報告）  
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第 22条  第８条の許可を受けた者は，当該事業期間中，規則で定めるところによ

り，特定事業の事業区域外への排水の水質調査を行い，その結果を市長に報告

しなければならない。ただし，当該特定事業が規則で定める事業である場合に

あっては，この限りでない。  

２  第８条の許可を受けた者は，特定事業の事業区域外への排水が規則で定める

水質の基準（以下「水質基準」という。）に適合していないことを確認したと

きは，直ちにその旨を市長に報告しなければならない。  

３  前項に規定する場合において，第８条の許可を受けた者は，水質基準に適合

していない原因の調査その他当該特定事業により生じ，又は生ずるおそれがあ

ると認める生活環境及び自然環境の保全上の支障を除去するために必要な措置

を講じなければならない。  

 （申請書等の公開）  

第 23条  第８条の許可を受けた者は，規則で定めるところにより，特定事業の実

施状況に関する書類を，インターネットの利用その他規則で定める方法により

公開しなければならない。ただし，当該書類の内容のうち，個人情報であって

規則で定めるものについては，当該部分を公開してはならない。  

 （特定事業の廃止等）  

第 24条  第８条の許可を受けた者は，当該許可に係る特定事業を廃止するときは，

遅滞なく，規則で定めるところにより，その旨を市長に届け出るとともに，第

11条第１項又は第３項（第 16条第４項において準用する場合を含む。）の規定

により当該特定事業に同意をした土地所有者に通知しなければならない。  

２  第８条の許可を受けた者は，当該許可に係る特定事業を廃止するときは，規

則で定めるところにより，特定事業の事業区域外への排水の水質調査を行い，

その結果を前項の規定による届出とあわせて，市長に報告しなければならない。  

３  市長は，第１項の規定による届出及び前項の規定による水質調査の結果の報

告があったときは，遅滞なく，当該届出に係る特定事業が第 15条の規定（以下

「第 15条の許可の基準」という。）に適合しているかどうかの確認及び水質基

準に適合しているかどうかの確認を行い，当該届出をした者にその結果を通知

するものとする。  
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４  前項の規定により，第 15条の許可の基準又は水質基準に適合していない旨の

通知を受けた者は，当該特定事業に使用された土砂等の流出若しくは崩落によ

る災害の発生の防止又は市民の生活環境及び自然環境の保全上の支障の除去に

必要な措置を講じなければならない。  

 （特定事業の完了等）  

第 25条  前条の規定は，第８条の許可を受けた者が，当該許可に係る特定事業を

完了する場合について準用する。  

 （譲受け）  

第 26条  第８条の許可を受けた者から当該許可に係る特定事業の全部を譲り受け

ようとする者は，規則で定める書類により，市長の許可を受けなければならな

い。  

２  第９条から第 15条までの規定は，前項の許可について準用する。  

３  第１項の許可を受けようとする者は，第 32条各項の規定による手続を新たに

行わなければならない。この場合において，市長は，第１項の許可をしたとき

は，市と譲受け前の第８条の許可を受けた者との間で第 32条第３項の規定によ

り締結した質権設定契約を解除するものとする。  

４  第１項の許可を受けて特定事業の全部を譲り受けた者は，第１項に規定する

第８条の許可を受けた者のこの条例の規定による地位を承継する。  

（相続等）  

第 27条  第８条の許可を受けた者について当該特定事業の全部を相続，合併又は

分割（当該特定事業の許可に係る特定事業の全部を承継させるものに限る。）

があったときは，相続人（相続人が２人以上ある場合において，その全員の同

意により承継すべき相続人を選定したときは，その者），合併後存続する法人

若しくは合併により設立した法人又は分割により当該特定事業の許可に係る特

定事業の全部を承継した法人は，その第８条の許可を受けた者のこの条例の規

定による地位を承継する。  

２  前項の規定により第８条の許可を受けた者の地位を承継した者は，遅滞なく，

規則で定めるところにより，その旨を市長に届け出るとともに，速やかに第 11

条第１項の同意をした土地所有者に通知しなければならない。  
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 （改善勧告）  

第 28条  市長は，適正な土砂埋立て等の実施を確保するため，第８条の許可を受

けた者が，第 15条の許可の基準又は第 17条の許可の条件を遵守していないと認

めるときは，相当の期限を定めて生活環境及び自然環境の保全上の支障を除去

するため又は土砂等の流出若しくは崩落による災害の発生を防止するために必

要な措置を講ずべきことを勧告することができる。  

 （措置命令）  

第 29条  市長は，特定事業に使用された土砂等の流出若しくは崩落による生活環

境及び自然環境の保全上の支障の除去に必要な措置をし，又は災害の発生を防

止するため緊急の必要があると認めるときは，第８条の許可を受けた者に対し，

直ちに当該特定事業を停止し，生活環境及び自然環境の保全上の支障を除去す

るため，又は当該特定事業に使用された土砂等の流出若しくは崩落による災害

の発生を防止するため，相当の期限を定めて必要な措置を講ずべきことを命ず

ることができる。  

２  市長は，第８条又は第 16条第１項の規定に違反して特定事業を行った者に対

し，直ちに当該特定事業を停止し，当該特定事業に使用された土砂等の全部若

しくは一部を撤去し，又は土砂等の流出若しくは崩落による災害の発生を防止

するため，相当の期限を定めて必要な措置を講ずべきことを命ずることができ

る。  

３  市長は，第 22条第３項又は第 24条第４項（第 25条において準用する場合を含

む。）に違反して特定事業を行った者に対し，直ちに当該特定事業を停止し，

並びに相当の期限を定めて生活環境及び自然環境の保全上の必要な措置を講ず

べきことを命ずることができる。  

（許可の取消し等）  

第 30条  市長は，第８条の許可を受けた者が，次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは，当該許可を取り消し，又は６月以内の期間を定めて当該許可に

係る特定事業の停止を命ずることができる。  

 (1) 第７条第２項又は第４項の規定による命令に違反したとき。  

 (2) 第７条第３項の規定による報告をしなかったとき。  
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 (3) 虚偽の申請その他不正な手段により第８条，第 16条第１項又は第 26条第１

項の規定による許可を受けたとき。  

 (4) 第 15条の許可の基準に違反したとき。  

 (5) 第 16条第１項又は第 26条第１項の規定により許可を受けなければならない

事項を，これらの規定による許可を受けないで変更したとき。  

 (6) 第 17条の許可の条件に違反したとき。  

 (7) 第 18条第１項の規定による届出をしなかったとき。  

  (8) 第 19条の規定に違反したとき。  

 (9) 第 20条第１項の規定による標識を掲げなかったとき。  

 (10) 第 21条第３項の規定による報告をしなかったとき。   

 (11) 第 22条第１項の規定による報告をしなかったとき。  

 (12) 第 22条第２項の規定による報告をしなかったとき。  

(13) 第 28条の規定による勧告に違反したとき。  

(14) 前条各項の規定による措置命令に違反したとき。  

 (15) 第 40条第１項の規定による報告をしなかったとき。  

２  市長は，第８条の許可を受けた者が前項の規定による特定事業の停止の命令

に従わないときは，当該許可を取り消すことができる。  

３  市長は，前２項の規定により第８条の許可の取消しを受けた者（当該取消し

に係る特定事業について前条各項の規定による命令を受けた者を除く。）に対

し，当該取消しに係る市民の生活環境及び自然環境の保全上の支障を除去する

ため，又は特定事業に使用された土砂等の流出若しくは崩落による災害の発生

を防止するため，相当の期限を定めて必要な措置を講ずべきことを命ずること

ができる。  

 （関係書類等の保存）  

第 31条  第８条の許可を受けた者は，当該許可を受けた特定事業について第 24条

第１項の規定による廃止の届出若しくは第 25条において準用する第 24条第１項

の規定による届出をした日又は前条第１項の規定による第８条の許可の取消し

の通知を受けた日から５年間，当該特定事業に関し，この条例の規定により市

長に提出した書類及び図面の写しを保存しなければならない。  
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 第４章  保証金の預託

 （保証金の預託）  

第 32条  第８条の許可を受けようとする者は，特定事業の適正な履行を保証する

ため並びに事業区域及びその周辺地域における災害の発生の防止並びに生活環

境及び自然環境の保全の確保等を保証するため，当該特定事業が規則で定める

規模に該当するときは，市長と協議して定めた金融機関に保証金のための現金

（以下「保証金 ｣という。）を定期預金により預入しなければならない。ただし，

保証金を預入すべき者が，個人又は中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第

２条第１項に規定する中小企業者である場合にあっては，規則で定める方法に

より，保証金を預入するものとする。  

２  前項に規定する保証金の額は，事業区域に搬入する土砂等の量（以下「搬入

土量」という。）に１立方メートルあたり 1,100円を乗じて得た額（その額に 1,000

円未満の端数がある場合は，これを切り捨てる。）とする。  

３  第１項の規定により保証金を預入した者は，当該保証金に係る預金債権につ

いて市を質権者とする質権を設定するため，市と質権設定契約を規則で定める

書類により締結するとともに，当該質権の設定につき，市に対抗要件を備えさ

せなければならない。  

４  前３項の規定は，搬入土量を増加することによって，新たに第１項に規定す

る規則で定める規模の事業に該当するに至った場合及び既に規則で定める規模

の事業を行っている場合であって，新たに搬入土量を増加する場合に準用する。

この場合において，第１項中「第８条」とあるのは，「第 16条」と読み替える

ものとする。  

（保証金の使途）  

第 33条  保証金は，前条の規定により保証金の預入を行った者が当該許可に係る

特定事業を適正に行わなかったことにより，事業区域及びその周辺地域におけ

る生活環境及び自然環境の保全上支障が生じ，若しくは生ずるおそれがある場

合，又は災害を発生させるおそれがある場合は，当該保証金を市が行政代執行

法（昭和 23年法律第 43号）第２条又は第３条第３項の規定により，生活環境及

び自然環境の保全，又は災害の発生を防止するために講ずる措置に要する費用
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に充てることができる。  

２  市，第８条の許可を受けた者及び土地所有者は，保証金を前項の費用に充て

ることを明らかにするため，規則で定めるところにより協定を締結しなければ

ならない。  

３  市長は，第１項の措置を講じた場合において，保証金の額が当該措置に要し

た費用の額より少ないときは，その差額を第８条の許可を受けた者に負担させ

ることができる。  

４  前項の規定により負担させる費用の徴収については，行政代執行法の例によ

るものとする。  

 （質権設定契約の解除）  

第 34条  市は，次の各号のいずれかに該当する場合であって，市民の生活環境及

び自然環境の保全上の支障の除去をし，又は災害の発生を防止するための必要

な措置が講じられていると認めるときは，第 32条第３項の規定による質権設定

契約を解除するものとする。  

 (1) 第 24条第１項の規定による特定事業の廃止の届出があった場合  

 (2) 第 25条において準用する第 24条第１項の規定による特定事業の完了の届出

があった場合  

 (3) 第 30条第１項の規定による特定事業の許可の取消しを行った場合  

２  市は，第 12条の規定による許可の申請に対して許可をしないこととしたとき

又は第８条の許可を受けようとする者が第 12条の規定による許可の申請を取り

下げたときは，第 32条第３項の規定により締結した質権設定契約を解除するも

のとする。  

３  前２項の規定にかかわらず，市長が認めるときは，第 32条第３項の規定によ

り締結した質権設定契約を解除することができる。  

   第５章  土地所有者の責務  

 （特定事業に係る土地所有者の義務）  

第 35条  第 11条第１項又は第３項（第 16条第４項において準用する場合を含む。

以下この条及び次条において同じ。）に規定する同意をした土地所有者は，特

定事業が施工されている間，規則で定めるところにより定期的に当該土砂埋立
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て等の施工状況を確認しなければならない。  

２  第 11条第１項又は第３項の規定により特定事業の実施について同意をした土

地所有者は，前項の規定による確認の結果，第８条の許可又は第 16条第１項の

変更の許可の内容と異なる土砂埋立て等が行われ，又は行われたおそれがある

ことを知ったときは，直ちに，第８条又は第 16条第１項の許可を受けた者に対

して，当該特定事業の中止又は原状回復その他の必要な措置を講ずることを求

めるとともに，速やかに市長にその旨を報告しなければならない。  

３  第 11条第１項又は第３項の規定により特定事業の実施について同意をした土

地所有者は，前２項に規定する場合のほか，特定事業の事業区域内で，土砂の

崩落，飛散若しくは流出又は土壌安全基準に適合しないことにより，市民の生

活環境及び自然環境の保全上の支障又は災害防止上の支障が生じ，又は生じる

おそれがあることを知ったときは，速やかにその旨を市長に通報しなければな

らない。  

 （特定事業に係る土地所有者に対する勧告及び命令）  

第 36条  市長は，第 28条の規定による勧告又は第 29条各項若しくは第 30条第３項

の規定による命令（特定事業の停止に係るものを除く。以下この条において「命

令等」という。）をしたにもかかわらず，当該命令等を受けた者が期限までに

その命令等に係る措置を講じないときは，当該命令等に係る特定事業について，

第 11条第１項又は第３項の同意をした土地所有者であって次の各号のいずれか

に該当する者に対し，当該命令等に係る必要な措置を講ずるよう勧告すること

ができる。  

 (1) 前条第１項の規定による確認を怠った者  

 (2) 前条第２項の規定による報告を怠った者  

 (3) 前条第３項の規定による通報を怠った者  

２  市長は，前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わない場合であっ

て，その者に対し前項の命令等に係る必要な措置を講じさせることが相当であ

ると認めるときは，当該命令等に係る必要な措置を講ずべきことを命ずること

ができる。  

   第６章  土砂搬入禁止区域  
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 （土砂搬入禁止区域の指定）  

第 37条  市長は，土砂埋立て等の区域（当該区域の面積が 1,000平方メートル未

満のものを除く。）及びその周辺区域において，土砂埋立て等を継続すること

により，人の生命，身体又は財産を害するおそれがあると認められる場合であ

って，この条例の目的を達成するために必要があると認めるときは，当該土砂

埋立て等の区域及びその周辺区域を，６月以内の期間を定めて，土砂等の搬入

を禁止する区域（以下「土砂搬入禁止区域」という。）として指定することが

できる。  

２  市長は，前項の規定による指定をしたときは，規則で定めるところにより，

その旨を公示するものとする。  

３  第１項の規定による指定は，前項の規定による公示をもって効力を生ずる。 

４  市長は，第１項の規定による土砂搬入禁止区域の指定の期間が満了する時点

において，いまだ指定の事由がなくなっていないと認めるときは，当該指定に

係る区域について，同項の規定により土砂搬入禁止区域として指定することが

できる。  

５  市長は，第１項の規定による指定をしたときは，その職員に他人の占有する

土地に立ち入り，土砂搬入禁止区域であることを明示する措置を講じさせるこ

とができる。  

６  前項の規定により他人の占有する土地に立ち入る職員は，その身分を示す証

明書を携帯し，関係人に提示しなければならない。  

 （土砂等の搬入の禁止）  

第 38条  何人も，土砂搬入禁止区域に土砂等を搬入してはならない。  

 （土砂搬入禁止区域の解除）  

第 39条  市長は，土砂搬入禁止区域の指定の事由がなくなったと認めるときは，

当該土砂搬入禁止区域の指定を解除するものとする。  

２  第 37条第２項及び第３項の規定は，前項の規定による指定の解除について準

用する。  

   第７章  雑則  

 （報告の徴収）  

18



第 40条  市長は，この条例の施行に必要な限度において，土砂埋立て等の事業を

行う者に対し，土砂埋立て等について必要な事項の報告を求めることができる。  

２  市長は，この条例の施行に必要な限度において，第 11条第１項又は第３項（第

16条第４項において準用する場合を含む。）に規定する同意をした土地所有者

に対し，当該同意に係る特定事業について，第 35条第１項の規定による確認の

状況その他必要な事項の報告を求めることができる。  

 （立入検査）  

第 41条  市長は，この条例の施行に必要な限度において，その職員に，土砂埋立

て等の事業を行う者の事務所，事業場又は土砂埋立て等に係る場所の土地若し

くは建物に立ち入り，土砂埋立て等に関する帳簿書類その他の物件を検査させ，

関係人に質問させ，測量させ，又は試験の用に供するのに必要な限度において

土砂等若しくは排水を無償で収去させることができる。  

２  前項の規定により立入検査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，

関係人に提示しなければならない。  

３  第１項の規定による立入検査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。  

 （公表）  

第 42条  市長は，土砂埋立て等の事業を行う者が，この条例に基づく許可の取消

し，この条例に基づく命令に違反したこと又はこの条例の規定に違反したこと

（以下この条において「許可の取消し等」という。）を理由として，土砂埋立

て等を行う者を告発したときは，その理由となった許可の取消し等の内容，当

該許可の取消等を受けた者の氏名又は名称その他規則で定める事項を公表する

ことができる。  

２  市長は，前項の規定による公表をしようとするときは，あらかじめその理由

を当該公表される者に書面により通知するとともに，意見を述べる機会を与え

なければならない。  

 （補則）  

第 43条  この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。  

   第８章  罰則  
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 （罰則）  

第 44条  次の各号のいずれかに該当する者は，２年以下の懲役又は 100万円以下

の罰金に処する。  

 (1) 第７条第２項若しくは第４項，第 29条各項又は第 30条第３項の規定による

命令に違反した者  

 (2) 第８条の許可を受けないで特定事業を行った者  

 (3) 虚偽の申請その他不正な手段により第８条，第 16条第１項又は第 26条第１

項の規定による許可を受けた者  

(4) 第 16条第１項の規定により許可を受けなければならない事項を，同項の許

可を受けないで変更した者  

(5) 第 26条第１項の規定による許可を受けないで同項の特定事業の全部を譲り

受けた者  

(6) 第 30条第１項の規定による命令に違反した者  

(7) 第 38条の規定に違反したもの  

第 45条  第 36条第２項の規定による命令に違反した者は，６月以下の懲役又は 50

万円以下の罰金に処する。  

第 46条  次の各号のいずれかに該当する者は， 30万円以下の罰金に処する。  

 (1) 第 16条第３項，第 18条第１項，第 24条第１項（第 25条において準用する場

合を含む。）若しくは第 27条第２項の規定による届出をせず，又は虚偽の届

出をした者  

 (2) 第 19条の規定に違反して搬入搬出管理簿を作成せず，これに虚偽の記録を

し，又はこれを保存しなかった者  

 (3) 第 20条の規定に違反して標識の掲示及び境界の表示をしなかった者  

 (4) 第 21条第３項，第 22条第１項若しくは第２項又は第 40条各項の規定による

報告をせず，又は虚偽の報告をした者  

 (5) 第 31条の規定に違反して同条の書類及び図面の写しを保存しなかった者  

 (6) 第 41条第１項の規定による立入検査，測量若しくは収去を拒み，妨げ，若

しくは忌避し，又は質問に対して陳述せず，若しくは虚偽の陳述をした者  

 （両罰規定）  
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第 47条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，

その法人又は人の業務に関し，前３条の違反行為をしたときは，行為者を罰す

るほか，その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は令和２年 11月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例の 施 行 の 際 現 に 産 業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例

（平成 15年兵庫県条例第 23号。以下「兵庫県条例」という。）第 24条及び第 26

条の規定に基づき，既に許可の申請を行っている場合は，この条例の施行後も，

第９条から第 15条まで，第 16条第４項及び第 32条から第 34条までの規定は適用

しない。  

３  この条例の施行の際現に兵庫県条例第 23条の規定による許可（以下「旧許可」

という。）を受けて兵庫県条例第２条第５項に規定する特定事業（以下「旧特

定事業」という。）を行っている者は，当該旧許可の期間が満了する日までの

間は，なお従前の例により当該旧特定事業を行うことについて第８条の許可を

受けたものとみなす。この条例の施行の際現に兵庫県条例第 24条及び第 26条の

規定に基づき既に許可の申請を行っている者が，旧許可を受けた場合について

も同様とする。  

 

理     由  

土砂の埋立て等による不適正な処理の防止に当たり，条例を制定する必要が

あるため。  
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１．条例の目的（第１条） 

市民の生活環境及び自然環境の保全上の支障，災害を発生させるおそれのある土砂等

の不適正な処理の防止について必要な事項を定めることにより，市民の生活環境，自然環

境の保全，市民の生活の安全を確保する。 

 

２．条例の内容 

（１）土壌安全基準に適合しない土砂埋立て等の禁止（第７条） 

土壌安全基準に適合しない土砂埋立て等を禁止。使用のおそれがある場合は水質調

査の実施，使用が明らかな場合は，措置を講ずるよう命ずることができることを規定。 

⇒土壌安全基準（基準値）は規則で規定（土壌汚染対策法で定める指定基準と同値）。 

 

（２）特定事業の許可等（第８条～第 16条） 

①特定事業の許可（第８条） 

特定事業（事業区域の面積が 1000㎡以上，かつ高さが１ｍ超の土砂埋立）を許可制。 

国，地方公共団体等が行う事業，災害復旧のための応急措置等（詳細は規則で規定）

は許可不要。 

②事前協議（第９条） 

特定事業の許可申請前に，特定事業の計画に関する書類を提出し，協議することが

必要。市は生活環境及び自然環境の保全上，必要な助言・指導を実施。 

③説明会等の開催（第 10条） 

特定事業の許可申請の際，周辺住民等への説明を義務化（説明会の開催等）。 

〇周知する事項の例（規則で規定） 

廃棄物の土砂等への混入防止措置，自然環境との調和を図るために講ずる措置 等 

〇周知対象（規則で規定） 

事業区域の面積 周知対象 

3,000㎡未満の場合 事業区域の境界から水平距離が 15ｍの範囲内の住民及

び自治会 

3,000㎡以上の場合 事業区域の境界から水平距離が 50ｍの範囲内の住民及

び自治会 

※その他 

特定事業区域からの排水が流入する河川，ため池等の下流で，農業用水として取

水している者，団体（土地改良区等） 

④土地所有者の同意（第 11条） 

 特定事業の許可申請の際，あらかじめ事業区域内の土地所有者の同意が必要。 

⑤申請の制限（第 13条） 

特定事業の期間が５年を超えた申請は不可（更新可）。 

 

神戸市土砂の埋立て等による不適正な処理の防止に関する条例の概要 
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⑥環境影響調査（第 14条） 

市街化調整区域において，一定規模以上の特定事業を行う場合，事前に特定事業区

域及びその周辺の環境影響調査の実施を義務化（調査を義務付ける規模，調査項目等

は規則で規定）。 

〇調査を義務付ける規模：面積 10,000平方メートル以上の特定事業 

〇調査・予測項目：大気質，騒音，振動，水質及び自然環境 

⑦許可の基準（第 16条） 

すべての許可基準を満たした者に対して、特定事業の実施を許可。 

〇許可基準の例 

・申請者及び現場責任者が，適正に事業を行うための要件（暴力団員でないこと，

経理的基礎を有していること等）を満たしていること 

・廃棄物の混入，土壌安全基準に適合しない土砂等の使用を防止するために必要な

措置，粉じん･騒音等の発生防止措置が講じられていること 

・特定事業完了時の構造が，構造上の基準※に適合するものであること 等 

※構造上の基準（規則で規定） 

法面勾配（30度以下），法面保護，盛土高（上限 30メートル，小段の設置等）等 

 

（３）維持管理の実施（第 18条～第 23条） 

① 搬入する土砂の性状等を示す届出（土砂搬入届）の提出（第 18条） 

② 搬入搬出管理簿の作成・保存（５年間）（第 19条） 

③ 標識の掲示（第 20条） 

④ 搬入車両ごとの廃棄物等の混入状況の確認（第 21条） 

⑤ 水質調査の実施及び結果の報告（第 22条） 

調査項目，調査頻度等は規則で規定 

⑥ 許可申請書等の開示（第 23条） 

 

（４）事業廃止及び完了時の措置等の実施（第 24条，第 25条） 

事業の廃止及び完了時，水質調査の実施・報告，災害防止措置，生活環境・自然環

境の保全措置の実施を義務化。 

 

（５）不適正処理発生時の措置等 

① 保証金制度の創設（第 32条～第 34条） 

〇目的 

不適正処理が行われた場合，災害発生の防止等の確実な実施の確保 

〇保証金の対象事業 

埋立区域の面積が５ha（50,000 ㎡）（緑地の保全・育成及び市民利用に関する条

例に規定する緑地の保全区域，緑地の育成区域の場合は 2.5ha(25,000 ㎡)）以上の

事業（都市計画法第 29条に基づく開発事業は除く。（規則で規定）） 

〇保証金の額 

埋立容量１㎥あたり 1,100円 
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〇保証金の使途 

行政代執行で実施する災害防止，生活環境の保全等の措置に要する経費に充当。 

② 搬入禁止区域の指定（第 37条～第 39条）

土砂埋立の継続により，人の生命，身体，財産を害するおそれがある場合，事業区

域及び周辺区域を土砂搬入指定区域として指定し，一切の土砂搬入を禁止。６月を超

えない範囲で，期間を定めて改善するよう命ずることができることを規定。 

（６）土地所有者の責務（第 35条） 

特定事業の実施期間中，土地所有者が行うべき責務を規定。 

〇施工状況の確認（同意した特定事業の内容と相違がないか，土砂等の崩落，飛散，

流出による災害の発生又はそのおそれがないか等。） 

〇許可内容と異なる土砂埋立てを知ったときや生活環境の保全，災害防止等の支障が

生じるおそれがある場合，事業の中止等を求めるとともに，市への報告・通報 

（７）報告徴収・立入検査（第 40条，第 41条） 

必要な限度において，報告徴収，立入検査を行うことができることを規定。 

（８）改善勧告・命令・許可の取消し（第 28条～第 30条，第 36条） 

① 土砂埋立て等を行った者が許可基準を遵守していない場合，改善勧告，措置命令，

従わなかった場合，許可取消し等の処分を行うことができること等を規定。 

② 土砂埋立て等を行った者が，改善勧告，措置命令等に従わなかった場合は，土地所

有者にも改善勧告，改善命令等を行うことができることを規定。 

（９）公表、罰則（第 42条～第 47条） 

① 許可取消し，措置命令等に従わなかった場合，その他本条例に違反したことを理

由に，告発した場合等は，氏名等（公表内容の詳細は規則で規定）を公表することが

できることを規定。 

② 許可を受けずに特定事業を行った場合，改善勧告，措置命令等に従わない場合等に

は，土砂埋立てを行った者及び土地所有者に懲役，罰金の刑事罰を課すことを規定。 

３．施行予定 

  令和２年 11月１日から施行予定 

４．経過措置 

この条例の施行の際，現に「産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例」（平成

15年兵庫県条例第 23号）第 24条（特定事業の許可）及び第 26条（同変更許可）の規定

に基づき，既に許可申請が行われている場合は，この条例の施行後も，第９条から第 15

条（許可申請の際に必要な事前協議等の手続き）まで，第 16条第４項（変更許可の際に

必要な事前協議等の手続き）及び第 32条から第 34条（保証金制度）までの規定は適用し

ない（その他の規定は適用）。 
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１．意見募集の実施期間 

 令和２年３月２日（月）から令和２年４月１日（水）まで 

２．実施結果 

（１）意見総数 33通（69件） 

（２）意見の概要及び市の考え方 

主な意見 本市の考え方 

土 壌 安 全

基 準 に つ

いて 

22件 

土壌安全基準に放射性物質

を加えるとともに，基準を

「100 ベクレル／kg 以上」と

すべき。 

 

土壌汚染対策法及び同法施

行規則において，有害物質か

ら放射性物質が除かれている

が，安全基準に加えるべき。 

市条例で定める予定の土壌安全基準は，

土壌汚染対策法で定められている基準に基

づき定めることとしています。 

放射性物質については，現在，国におい

て放射性物質に汚染された土壌の可能な限

りの減容化，汚染の程度が低い除去土壌の

再生利用等に向けた検討が行われていると

ころであり，土壌汚染対策法における取り

扱いについても，「平成二十三年三月十一日

に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原

子力発電所の事故により放出された放射性

物質による環境の汚染への対処に関する特

別措置法（平成 23 年法律第百十号）」の３

年後の施行状況をみながら，検討するとさ

れています。 

以上のことから，放射性物質への対応は，

法律等で対応すべきであると考えており，

国の動向を引き続き注視していきたいと考

えています。 

（仮称）神戸市土砂の埋立等による不適正な処理の防止に関する条例（案） 

に関する意見募集手続の結果 
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保 証 金 制

度 に つ い

て（７件） 

保証金制度を設けること自

体が，開発事業にさらなる負

担を課すことになる。 

 

埋立容量１㎥あたりの保証

金が高い。中小事業者が参画

する際の障壁となるので，減

額等の負担軽減措置を講じら

れたい。 

 

本市ではこれまで土砂等の不適正な埋立

やたい積による崩落等の危険性が発生した

事案はありませんが，他都市では崩落した

事案も発生しており，特に大規模な土砂埋

立てにおいては，その危険性が高いことか

ら，規則により 50000 ㎡（緑地の保全，育

成及び市民利用に関する条例（平成３年４

月条例第２号）第４条第３項に規定する「緑

の保全・育成区域」の場合は 25000 ㎡。た

だし，都市計画法に基づく開発行為は除く

予定。）を超える特定事業を行う場合，あら

かじめ保証金を預託していただき，躊躇す

ることなく，その保証金を用いて行政代執

行し，生活環境，安全な生活の確保を図っ

ていきたいと考えています 

なお，保証金の額は，災害発生時に必要

となる標準的な復旧工事に要する費用を積

算し，想定される埋立容量で割り戻して設

定しており，中小事業者等であっても，必

要費用は同様であることから，保証金の額

そのものを引き下げることは難しいと考え

ていますが，中小事業者は大企業と比べて，

資本の額が小さいことなどを考慮し，預入

方法について一括での預入だけでなく，分

割での預入など負担軽減につながる措置を

規則で定めるよう検討したいと考えていま

す。 
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許 可 手 続

き に つ い

て 

15件 

特定事業自体を許可制とし

ているのであれば，事業者に

余計な負担を強いることのな

いよう配慮されたい。 

説明会の開催を義務化され

ているが，事業者の負担を鑑

み，努力義務に留められたい。 

環境影響調査の実施を規定

する場合は事業者の過度の負

担とならないよう配慮しても

らいたい。 

事前協議は，特定事業の許可申請の審査

をスムーズに進めるために有効であり，他

の法令等に基づく手続きが必要な場合のア

ドバイスの機会として，申請者にとっても

メリットがある制度であると考えており，

ご理解いただきますようお願いします。 

説明会は，特定事業を行う者の責務とし

て，事業者自ら説明し，直接意見を聞くこ

とで，円滑な事業の実施につながるなど，

大変重要であると考えています。 

これまでも，事業内容等の説明が不十分

であったことから，周辺住民等とトラブル

になっている事例があり，この条例では説

明会にて説明すべき内容を規則で規定する

とともに，説明会の開催結果の報告を許可

申請時に提出するよう求めます。 

なお，周知方法について，説明会の開催

により難い場合は，別の方法（チラシの配

布等）により説明することも可能とする規

定を設ける予定です。 

５ha 以上の土砂埋立の場合，「神戸市環

境影響評価等に関する条例」に基づき，事

前配慮，環境影響評価等の手続が必要とさ

れていますが，土砂埋立による環境への影

響は，より小規模なものでも発生すること

から，１ha以上の土砂埋立を行う場合，環

境影響調査の実施を規定したいと考えてい

ます。 

環境影響調査の方法は，規則で定める予

定としていますが，市街化調整区域におけ

る事業に絞るなど，事業者の過度の負担と

ならないようにしたいと考えています。 
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許 可 基 準

に つ い て

(６件) 

農地のかさ上げなどは，

1000 ㎡未満の場合も多いこと

から，もっと小さい規模で規

制をかける必要がある。 

これまで，県条例の許可対象規模未満の

土砂埋立てにおいて，問題となった事例は

なく，現行の県条例と同様，許可対象規模

を 1,000㎡以上とする予定です。 

ただし，1,000 ㎡未満の土砂埋立ての場

合でも，土壌安全基準に違反した汚染土壌

を搬入した場合には，指導等を行うことが

できるよう規定するとともに，廃棄物の埋

立てを確認した場合には，「廃棄物の処理及

び清掃に関する法律」に基づき指導等を行

うなど，許可対象規模未満の土砂埋立てに

ついても，対応していきます。 

維 持 管 理

について 

９件 

特定事業の実施期間中，土

砂搬入の確認を行うことか

ら，水質調査の実施・報告等の

義務化については慎重に検討

してもらいたい。 

土地所有者にまで多くの責

務を負わせる必要があるかに

ついては慎重に検討された

い。 

土砂の汚染状況等は，目視のみで確認で

きないことがあることから，水質調査は非

常に重要です。市が調査結果を確認し，必

要に応じて改善を求めることで，市民のみ

なさんの生活環境，安全なくらしの確保を

図っていきたいと考えています。 

なお，調査頻度，調査項目等の詳細につ

いては，規則で定める予定ですが，開発事

業のうち，市街化区域で行われる事業につ

いては，市街化調整区域と比較して森林や

田畑が少なく，自然環境等への影響も少な

いと考えられることから，水質調査を開発

事業の廃止・完了時のみとする予定です。 

土砂の不適正な処理が行われた場合，ま

ずは，その土砂の不適正な処理を行った者

に，その処理を求めますが，土地所有者に

も，所有する土地を善良に管理する義務が

あることから，施工状況の確認，不適正処

理を確認した場合，土砂埋立を行っている

者に対して，中止等の措置を求めること等

を規定する予定です。 

なお，土地所有者に対する罰則の適用に

ついては，事前に勧告制度を設け，それで

も応じないような悪質な場合に限定するな

ど，一定の配慮を行いたいと考えています。 
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その他 

10件 

鉄鋼スラグを地盤強度を出

すために路盤材として埋め立

てられている事案があるが，

残土処分場などにスラグを埋

め立てることは現に禁止すべ

きである。 

鉄鋼スラグ製品は，道路の路盤材等とし

て，全国的に広く使用されていますが，高

い pH水，有害物質の流出等の可能性がある

ことが指摘されています。 

これまでより，鉄鋼スラグ製品の使用に

関する取扱要領を定め，使用を限定してき

ており，今後は，土壌安全基準に適合しな

い土砂等の使用禁止，水質調査の実施・報

告の義務化，違反時には，措置を命ずるこ

とができる，等の規定を設けるとともに，

廃棄物処理法等の規定を厳格に運用するな

どにより，市民のみなさんの生活環境の保

全を図っていきます。 
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